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１．はじめに 

河川計画に用いられる水文確率値を求める上で、多く

の確率分布モデルや母数推定法が利用されている。これ

らのうち何が最適であるか判定するために、主として原

データの分布関数への適合度が用いられる。また最近は

計画策定上標本数の違いにより確率値が大きく変動し

ないようなもの(変動性最小)が望ましいという考え方

が出されている。前者については分布のχ２検定やSLSC、

AICといったものが用いられ、後者にはジャックナイフ

法やブートストラップ法といったリサンプリング法に

よる誤差推定分散が指標とされている。現在どの分布モ

デルが望ましいかという問題について明確な答えはな

く、実用的にはデータ毎に各種のモデルを計算し、値の

近いものの中から選定しているのが実態である。本研究

ではこれらを踏まえ、分布の変動性について確率分布の

構造から考察を行なうものである。 

 

２．検討対象モデル 

水文量に用いられる確率分布には多くのモデルが考案さ

れているが、通常用いられる年最大日雨量などの毎年確

率分布は、対数正規分布、極値分布、ガンマ分布に大別

される。ここではそれぞれの中で代表的な以下の分布を

対象とする。 

・３母数対数正規分布 
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ｔ＝－lｎ(2p)     ｐ：非超過確率 

 

・グンベル分布 
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・対数ピアソンⅢ型分布 
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 p：非超過確率 γｙ：ひずみ係数 Zp：標準正規変量 

 

用語の用い方には多少課題があるがZP、Gｐ、Kpを標準変

量と統一して呼ぶことにすると、主要な分布は非超過確

率に対応する Zpなどの標準変量と水文量の直線式で表

され、直線回帰の問題と対比して考えることが出来る。 
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３．回帰式での表現 

１変数の直線の回帰式は平均値を通る直線として 

)( xxaybaxy �� �   (a,b:定数)  ‥‥7） 

のように表される。この直線の信頼区間は  

0ŷ ＝ y±t(n-2,α)Se                      ‥‥8) 

また新たな予測値の信頼区間は  

0ŷ ＝ y±t(n-2,α)Se                      ‥‥9) 

で表せる。ただし 

 t(n-2,α)：t分布の超過確率α/2に対する      

標準変量   n：標本数 
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式におけるSeは残差平方和に関係し、直線の適合度を示

す。一方 の中の
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れ、その測定値が回帰直線に与える影響を表す。テコ比

は予測値 0ŷ における変数 0x が、ｘの平均値 x からどの

ぐらい離れているかなどにより変化し、直線の適合度と

は別に予測値の信頼区間に影響する。 

もしこれを水文確率の式に適用すれば、回帰式9）のy

は水文観測値ｘ、回帰式9）のｘは標準変量のZpや 

Gｐ、Kｐとなる。 

水文量の各測定値毎の非超過確率ｐはプロッティング

ポジションで表すことが出来る。プロッティングポジシ

ョンは次式で示される。 
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ｎ:標本数    ｘi：i番目の順位標本値 

 αは0～1の定数で公式ではワイブルがα＝0 

ヘーズンα＝1/2、カナンα＝2/5などとなる。 

式1）～6）に示すようにZp、Gp、Kp はpにより定ま

ることから、これらは標本数ｎの関数である。従って式

8）および9）のテコ比の部分は、確率分布形毎に標本数

と求める確率に影響される固有の値をとり、対数正規分

布やグンベル分布では測定値に関係しない。したがって

式９)に示されるように水文確率値の信頼性は、モデルの

分布形に固有の確率値の信頼性を示す値   
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の適合度を表す誤差の標準偏差 
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Se ii  の積で表され、大きいものが信頼

性が低い。 

 

 

４．分布毎の特性 

前述した３つの確率分布について前節の hoを計算する。 

プロットはカナン式を用いたものを表－1に示す。 

          表－１  h0の計算 

求める確率 1／１００ １／４００ 

データ数 ２０ １００ ２０ １００ 

対数正規 1.1633 1.0323 1.2213 1.0445 

グンベル 1.0939 1.0177 1.1167 1.0221 

ピアソンⅢ 1.1412 1.0422 1.1828 1.0640 

示した計算数が少ないので判りにくいが、求める確率

が大きいほうが分布の平均値との差が大きく、分布によ

る違いが出やすい。またデータ数が多くなるとテコ比が

１に比べて小さくなり、差が生じない。この例ではhoが

最も小さいのがグンベルであり、対数正規とピアソンⅢ

はデータ数により大小の順位が変わる。これが確率値の

安定性を示す一つの指標と考えられる。 

信頼限界の誤差分散V(y)等について、旭川の既往年最

大日雨量を用いて計算した例を表－2に示す。モデルど

うしの比較を行なう場合、データの大きさの違いや、実

数をとったモデルと対数を取ったモデルとの比較のため

に標準化が必要である。このため確率値の誤差分散を、

99％と 1％の水文確率値の差で割ったものが比較には有

効と考えられ、これは一般に用いられているSLSCと同等

の意味を持つ。 
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ｙ：データの値、対数の場合は対数値でよい。 

ｙ0.99 ,ｙ0.01:それぞれ非超過確率0.99と0.01の確率値、 

ただし対数の場合は対数値でよい。 

表－２ 確率値の分散Ｖ(ｙ)     (旭川 1/100) 

 

５．おわりに 

水文確率分布について、回帰式と対比させて説明を試

みた。h０や DV（ｙ）により確率分布の特性がある程度

説明できると思われ、さらに実際のデータで検証する必

要がある。 
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モデル 対数正規 グンベル ピアソンⅢ 

データ年数 ２０ １００ ２０ １００ ２０ １００ 

ho 1.1633 1.0445 1.0939 1.0177 1.1412 1.0422 

Se 1.9533 3.6938 1.8509 6.1783 1.8583 3.8533 

V(y) 2.2723 3.8581 2.0247 6.2877 2.1207 4.0160 

DV(y) 0.0302 0.0246 0.0269 0.0436 0.0274 0.0241 

xx

2
o

S
)xx(

n
1 �
�

xx

2
0

S
)xx(

n
11

�
��

平成18年度　土木学会北海道支部　論文報告集　第63号


